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〜我が国のイノベーション創出を⽀える知財システムの強化と
知財活⽤の推進〜

（２）平成30年度特許特別会計歳出予算の概要
＜平成30年度予算額 1,552億円（平成29年度予算額 1,472億円）＞

問合せ先：総務課

イノベーション創出を⽀える
知財システムの強化

世界最速・最⾼品質の審査を実現す
るとともに、新興国の知財システム整備の
⽀援を通じ、我が国企業のイノベーション
創出を⽀える知財システムを強化。

＜世界最速・最⾼品質の審査の実現に向けて＞
 任期付審査官の確保 １００⼈（新規）

 国内外の先⾏技術調査の推進
２５９．８億円（２５９．８億円）

• ⺠間機関と連携し、⽶国、欧州、中国等の外国
特許⽂献及び⾮特許⽂献を含めた先⾏技術調
査を実施。

 情報システムの構築・運営
３４７．１億円（２９５．８億円）

• 特実⽅式審査・特実審査周辺システムの刷新へ
の対応、意匠分野の国際的な出願⼿続きの負担
軽減（優先権書類の電⼦的交換）など。

 国内外の最新の技術動向の把握
８．３億円（８．５億円）

• 第四次産業⾰命関連技術を含め、特許出願技
術の動向を幅広く調査。

 ⼈⼯知能等の関連技術による業務⽀援
３．２億円（３．０億円）

• 業務の⾼度化・効率化に向け、⼈⼯知能の活⽤
に向けた実証・試⾏導⼊を実施。

＜新興国の知財システム整備⽀援＞
 新興国の審査官等に対する⼈材育成

５．３億円（５．１億円）
• 新興国（ASEAN、インド等）の審査官等の受
⼊研修等を実施し、新興国における知財システム
整備を⽀援。

中⼩・ベンチャー企業等の
知財活動の促進

中⼩企業の知的財産権の取得・活⽤・
保護等に対するきめ細かい⽀援を通じ、新
たな事業展開や海外展開を後押しするとと
もに、創業期ベンチャー企業の知財活動を
⽀援。

 中⼩企業等の知財活動に対する普及啓発・
ハンズオン⽀援

• INPIT（注）による知財相談（各都道府県の「
知財総合⽀援窓⼝」、 「INPIT-KANSAI」 ）、
専⾨家派遣（知的財産戦略アドバイザー、海外
知的財産プロデューサー）。
121.4億円の内数（121.4億円の内数）

• 全国各地で開催する「巡回特許庁」等を通じた
出張⾯接審査の実施、 地域団体商標の活⽤
コンテストの開催等

１．４億円（１．１億円）

 知財に着⽬した融資の円滑化
１．５億円（１．３億円）

• 地域⾦融機関が⾏う「知財ビジネス評価書」の作
成⽀援等を通じて、中⼩企業の知財を活⽤した
資⾦調達を⽀援。新たにベンチャーキャピタルへ対
象拡充。

 中⼩企業の海外での知財活動の促進
８．０億円（７．８億円）

• 外国出願経費の補助や海外での侵害対策（弁
護⼠費⽤や訴訟費⽤）の補助。

• 海外での知財訴訟費⽤保険への加⼊の補助。

 ベンチャー企業の知財戦略の構築⽀援
０．８億円（新規）

• 知財専⾨家によるベンチャー企業の知財戦略構
築・権利取得等を⽀援。

注：（独）⼯業所有権情報・研修館


